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１ 教育の現状

2



◯ 占領下における教育の⺠主化から、経済社会の発展に対応した教育へ。
◯ 経済が安定成⻑期に⼊り、詰め込み教育の弊害、「⽣きる⼒」といった個性重視の教育

へ転換

⽇本の学校教育の特徴① 教育改⾰の流れ

出典 文部科学省総合教育政策局資料

戦後教育の再建（概ね昭和２０年～２７年） ～教育刷新委員会の提言に基づく戦後教育制度の構築

占領下における教育の民主化

○民主化の理念の下、憲法、教育基本法（２２年）の制定
○機会均等の理念の下、６・３・３・４の単線型学校体系の導入、学校教育法（２２年）
○義務教育の年限延長と無償制度の実施
○教育委員会制度の創設 等

経済社会の発展に対応した教育改革（概ね昭和２７年～４６年） ～教育の量的拡大等に対応した制度

産業経済の発展（重厚長大産業）、
人材需要の増大、所得水準の向上
教育に対する国民の熱意

○学習指導要領の数次にわたる改訂
・系統重視（３３年） ・教育の現代化（４３年）

○高等専門学校制度の創設（３７年）、短期大学の恒久化（３９年）
○私立大学に対する経常費助成の制度化（４５年） 等

安定成長下の教育改革（概ね昭和４６年～５９年） ～安定成長下の教育の質的改善

経済の安定成長、知識詰め込み型
教育の弊害、受験競争の激化、児
童生徒の問題行動

○学習指導要領の改訂（５２年、ゆとりと充実（教育内容の精選と授業時数の削減））
○４０人学級の実現（５５年）
○専修学校制度の創設（５１年）
○国立大学共通一次試験の実施 等

臨時教育審議会以降の教育改革（概ね昭和５９年～） ～個性重視、生涯学習体系への移行、変化への対応

産業構造の変化（知識集約型産
業）、知識詰め込み型教育の弊害、
いじめ、不登校の頻発、核家族化を
背景とした家庭の教育力の低下

○学習指導要領の改訂

新しい学力観、自己教育力（元年）、生きる力（自ら学び、自ら考える力の育成、基礎基本の定着、個性を生かす教育
の推進）(１０年)
○大学入試センター試験の実施（アラカルト方式の導入）（２年） 等

教育改革国民会議以降の教育改革（概ね平成１２年～） ～新しい時代にふさわしい教育、豊かな人間性の育成

グローバル化、いじめ、不登校、学
級崩壊、凶悪な青少年犯罪、行き
過ぎた平等主義による教育の画一
化

○確かな学力と豊かな心の育成…少人数授業・習熟度別指導の推進（１３年）、心のノート作成配布（１３年）
○信頼される学校づくり…学校の自己評価システムの確立（１４年）
○奉仕活動・体験活動の推進
○世界水準の大学づくりの推進…国立大学の法人化（１６年）

3



⽇本の学校教育の特徴② 学校・教師の役割等
◯ 学校の役割として、諸外国では「知育（教科等）」に重点が置かれる⼀⽅、⽇本では、知

育に加えて「徳育（道徳・特別活動）」「体育（部活動）」が求められ、その範囲は広い
◯ 初等中等教育学校における教職員総数に占める専⾨スタッフの割合は、⽇本が18%

であるのに対し、⽶44%、英46%で、諸外国では外部⼈材の⼒を借りた教育が展開

◆ 学校・教師の役割

徳育（道徳・特別活動等） 体育（部活動等） その他

諸
外
国

・昼食時、教員は職員室で休憩を取り子
ども達の世話は給食スタッフや補助職
員が担当（英）

・知育は学校、徳育は教会で行うという
区分が厳格（仏）

・出席管理や問題行動対応、生徒のメン
タルケア、安全管理、規律維持、保護
者面談等は生徒指導主任が実施（仏）

・校内の清掃は清掃員が実施（独・米）

・体育は週1時限のみ。ス

ポーツ団体との連携に
より実施（伊）

・放課後のクラブ活動は
なく地域のサッカークラ
ブ等で活動（独）

・放課後のスポーツ活動
は自治体または市民活
動団体が運営（仏）

・子ども達はスクール
バスで登下校（米）

・学校の登下校は必ず
保護者やベビーシッ
ターが付き添い（伊）

・保護者同伴での登校
が一般的（仏）

日
本

・全校集会、遠足、学校行事、給食その
他一連の活動が道徳教育の手段とし
て作用

・掃除や当番などの労働的活動、委員会
活動、様々な学校行事などの活動が人
格的成長に寄与

・運動部活動の実施が一
般的

・通学路等の安全確保
に教員が参画

出典 中央教育審議会答申（H31.1.25）参考資料（文科省）（2019）

・⽇本の学校は地域社会の中核として存在。⼦どもに対する教科指導、⽣徒指導、部活動等を⼀体的に
実施

・諸外国では、学校が担う役割は「知育」に重点が置かれ、「徳育」は教会・家庭等が、「体育」は地域（ス
ポーツクラブ等）が担うのが⼀般的

◆ 専⾨スタッフの活⽤

教員
82%

専⾨ス
タッフ
18%

日本

教員
56%

専⾨ス
タッフ
44%

米

教員
54%

専⾨ス
タッフ
46%

英
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⽇本の学校教育の特徴③ 学⼒・1クラス児童数
◯ 義務教育の１クラス当たりの児童⽣徒数は、⽇本は⼩学校、中学校とも国際的に⾒て

多い傾向（いずれもOECD33カ国中２番⽬）
◯ OECDの学習到達度調査（PISA）では、数学的リテラシー及び科学的リテラシーは世

界トップレベル。読解⼒はテキストから情報を探し出す能⼒や⾃分の考えを他者に伝わ
るように根拠を⽰して説明することに課題

◆ ⼩中学校の１クラス当たり児童⽣徒数の国際⽐較
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◆ PISA調査における⽇本の順位（OECD中）

出典 「Programme for International Student Assessment」（OECD）（2019）

読解⼒

数学的リテラシー

科学的リテラシー

順位 読解力
平均
得点

数学的
リテラシー

平均
得点

科学的
リテラシー

平均
得点

1 エストニア 523 日本 527 エストニア 530
2 カナダ 520 韓国 526 日本 529
3 アイルランド 520 エストニア 523 フィンランド 522
4 フィンランド 518 オランダ 519 韓国 519
5 韓国 514 ポーランド 516 カナダ 518
6 ポーランド 512 スイス 515 ポーランド 511
7 スウェーデン 506 カナダ 512 ニュージーランド 508
8 ニュージーランド 506 デンマーク 509 スロベニア 507
9 アメリカ 505 スロベニア 509 イギリス 505
10 イギリス 504 ベルギー 508 オランダ 503
11 日本 504 フィンランド 507 ドイツ 503

■2018順位（OECD加盟国）
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⽇本の教育費①
◯ 我が国の公財政教育⽀出の対GDP⽐は、機関補助（教育機関への⽀出︓7.3%）

と個⼈補助（奨学⾦等の家計・学⽣への⽀出︓0.5%）を合わせて7.8%で、
OECD平均（10.8%）を⼤きく下回る

◯ 教育段階別の公財政教育⽀出割合では、初等中等教育ではOECD平均並みである
⼀⽅、⾼等教育はOECD加盟国中、2番⽬に低い

◆ 公財政教育⽀出の対GDP⽐国際⽐較(2017)

出典 「Education at a Glance」（OECD）（2020）

◆ 教育段階別⽀出割合の国際⽐較（2017）
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⽇本の教育費②（年齢層別の教育費等の主な負担軽減策）

［幼稚園］ ［⼩学校］ ［中学校］ ［⾼校等］ ［⼤学等］ ［⼤学院］
年齢0 3                          6                         12             15                          18             22歳

出典 文科省HP（「幼児教育の無償」は文科省資料を基にビジョン課追記）

金額はH28年度予算額

幼児教育の無償
･幼稚園､保育所､認定こども園等
（３～５歳：幼稚園、保育所、認定
こども園、地域型保育、企業主
導型保育の利用料を無償化）
（０～２歳：上記の施設を利用す
る住民税非課税世帯を対象に
無償化）

・幼稚園の預かり保育
（幼稚園に加え、利用実績に応
じて、月額1.13万円までの範囲
で無償化）

・認可外保育施設等
（３～５歳：認可外保育所におけ
る保育料の全国平均額（3.7万
円）までの利用料を無償化
（０～２歳：住民非課税世帯の子
どもを対象として月額4.2万円ま
での利用料を無償化）
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⽇本の教育費③
◯ 幼稚園から⾼校卒業までにかかる１⼈あたりの学習費（学校教育費、学校給⾷費及

び学校外活動費の合計）の平均は、全て公⽴で約540万、全て私⽴で約1830万円
◯ ⼤学費（4年間・平均）は、国⽴243万円、私⽴⽂系413万円、私⽴理系591万円
◯ ⾼校⽣以上の⼦を持つ世帯の世帯年収に占める在学費⽤の割合は平均16.3%。低

年収世帯ほど重負担の傾向

◆ 学習費総額(2018)
（幼稚園〜⾼校）

出典 「Education at a Glance」（OECD）（2020）

◆ ⾼校⽣以上の⼦を持つ世帯における在学費⽤
（学習費及び家庭教育費（塾等））の世帯
年収に占める割合（2019）

出典 「教育費負担の実態調査結果」（日本政策金融公庫）（2020）
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⼦どもの貧困と教育格差① 経済⼒と学⼒
◯ ⼦供の貧困率は上昇傾向にあったが、直近値は前回調査に⽐べ、2.4％ポイント低下
◯ ⽣活保護世帯、児童養護施設、ひとり親家庭の⼦どもの⼤学等進学率について、全世

帯と⽐して、未だ⼤きな差
◯ 家庭の経済社会的背景（SES）が⾼い⽔準にある⽣徒の⽅が、各教科の平均正答

率が⾼い傾向

◆ ⼦どもの貧困率 ◆ 学⼒・学習状況調査結果と家庭の経済社会的
背景の関係

◆ ⼦どもの⼤学進学率
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◯ 学校外教育における保護者へのアンケートでは、「スポーツや芸術活動よりももっと勉強し
てほしい」が増加傾向。世帯収⼊や居住地域の⼈⼝規模によって活動費に格差

◯ 千葉市では教育バウチャーとして学校外教育を⽀援する制度を創設

出典 千葉市HPを元に作成

千葉市

ひとり親で生活保護家庭

ピアノ
水泳 塾

教育バウチャー

バウチャーで支払い

千葉市では子どもの貧困対策を強化
（低所得者層向けに塾や習い事費用を月1万円助成）

保護者の｢勉強｣を重視する意識が強まっており、とく
に、「スポーツや芸術活動よりももっと勉強してほしい」
が増加。世帯収入や居住地域の人口規模によって、
活動費に格差がみられる

出典 ベネッセ教育総合研究所「学校外教育活動に関する調査2017」

10
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◯ 地域学校協働活動は幅広い地域住⺠等の参画を得て⼦供たちの学びや成⻑を⽀える
とともに学校を核とした地域づくりを⽬指すもの。学校を核とした地域づくりを推進し、地
域住⺠のつながりを深め、地域の創⽣につながっていくことが期待されている

地域の教育⼒① 地域学校協働活動の概要

出典 文部科学省総合教育政策局資料 11



◯ 地域学校協働活動の例として、⼦供たちが地域に出て⾏って郷⼟学習を⾏ったり、地
域住⺠と共に地域課題を解決したり、地域の⾏事に参画して共に地域づくりに関わると
いった活動が挙げられる

地域の教育⼒② 地域学校協働活動の例

出典 文部科学省総合教育政策局資料 12



◯ コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）は学校と地域住⺠等が⼒を合わせて学
校の運営に取り組む仕組み。主な役割として、学校運営の基本⽅針の承認、学校運営
へ意⾒を述べること、教職員任⽤に意⾒を述べることの３つがある。

地域の教育⼒③ コミュニティスクールの概要

出典 文部科学省総合教育政策局資料 13



◯ 地域と学校が連携し、学びの充実におけるPDCAサイクルが重要に
◯ 学校と地域の協働による取組を進めるための「⽬標設定」、地域住⺠の参画による「協

働活動」、学校運営協議会による「評価」、評価を受けての「改善」を実施

地域の教育⼒④ コミュニティスクールと地域学校協働活動の連携

出典 文部科学省総合教育政策局資料 14



◯ コミュニティスクールと地域学校協働活動の⼀体的推進によって、より学校・地域双⽅の
ニーズを反映した活動に結びつけることができた、といった声が寄せられている

出典 文部科学省総合教育政策局資料

地域の教育⼒⑤ コミュニティスクールと地域学校協働活動の効果
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◯ 放課後⼦供教室では、地域住⺠等の参画を得て、学習や体験・交流活動を実施
◯ 2023年度末までに、全ての⼩学校区で放課後児童クラブと⼀体的・連携して実施す

る予定

出典 文部科学省総合教育政策局資料

地域の教育⼒⑥ 放課後⼦供教室の概要

16



◯ 芦屋市では、地域、教員OBや⼤学⽣などによる児童の居場所作りと、企業等の参画
による多様な体験プログラムを実施

◯ アンケートでは保護者満⾜度79％、児童満⾜度86％という⾼い効果を⽣んでいる

地域の教育⼒⑦ 放課後⼦供教室の取組例

出典 文部科学省総合教育政策局資料 17



◯ 障害のある⼦どもに対し、多様な学び場において、少⼈数の学級編成、特別の教育課
程等による指導・⽀援を実施している

◯ 特別⽀援学級や通級による指導を受ける児童数は増加傾向にある
◯ インクルーシブ教育システムにおいては、同じ場で共に学ぶこと、多様で柔軟な仕組みの

整備が重視されている

特別⽀援教育

出典：文部科学省「特別支援教育に関する最新動向」

◆特別⽀援教育の現状

特別支援学校
小中学校等

特別支援学級 通級による指導

概
要

障害の程度が比較的重い子供を対象と
して、専門性の高い教育を実施

障害の種別ごとの学級
を編制し、子供一人一
人に応じた教育を実施

大部分の授業を在籍する
通常の学級で受けながら、
一部の時間で障害に応じた
特別な指導を実施

教
育
課
程

各教科等に加え、「自立活動」 の指導を
実施。障害の状態等に応じた弾力的な
教育課程が編成可。
※知的障害者を教育する特別支援学
校では、知的障害の特性等を踏まえた
教科を別に設けている。

基本的には、小学校・
中学校の学習指導要
領に沿って編成するが、
実態に応じて、特別支
援学校の学習指導要
領を参考とした特別の
教育課程が編成可。

通常の学級の教育課程に
加え、又はその一部に替え
た特別の教育課程を編成。
【小・中 】 週１～８コマ以内
【高 】 年間７単位以内

それぞれの児童生徒について個別の教育支援計画 （家庭、地域、医療、福祉、保健等の業務を行う
関係機関との連携を図り、長期的な視点で教育的支援を行う
ための計画）と 個別の指導計画 （一人一人の教育的ニーズに応じた指導目標、内容、方法等をまと
めた計画）を作成。

◆特別⽀援学級在籍者数の推移

◆インクルーシブ教育とは
人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加するこ

とを可能とするとの目的の下、 障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組み
障害のある者が①「 general education system 」から排除されない こと、②自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられる

こと、③個人に必要な「合理的配慮」が提供 される等が必要とされている。
同じ場で共に学ぶことを追及 するとともに、個別の教育的ニーズのある幼児児童生徒に対して、自立と社会参加を見据えて、その時点で教

育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、 多様で柔軟な仕組みを整備 することが重要 である。 小・中学校における 通常の学級、
通級による指導、特別支援学級、特別支援学校 といった、 連続性のある「多様な学びの場」を用意 しておくことが 必要である。
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◯ ⼩学校５・６年⽣において、学⼒向上や中学校の円滑な接続を図るため、教科担任制
と少⼈数学習集団の校正を組み合わせた「兵庫型教科担任制」を実施

◯ 学びたいことが学べる魅⼒ある学校づくりとして、⾼等学校の魅⼒・特⾊づくりを推進
◯ ⼦どもたちが「⽣きる⼒」を⾝に付け、たくましく⽣きていけるよう、児童⽣徒の発達の段

階を踏まえた体験活動を展開

兵庫の教育の特⾊

◆兵庫型「体験教育」主要６事業について

◆⾃然学校活動例

夏の生き物探しの様子出典：兵庫県教育委員会事務局「県立高校特色づくり推進事業」 「兵庫県の自然学校」

◆県⽴⾼校特⾊づくり推進事業例
○理数教育研究

○海外との国際交流研究

○芸術文化推進

◾大学やSPring-8などの研究室の設

備・機器を活用した探究活動の実施
◾大学や民間企業と連携した大学で

の講座、大学の教員等による高校で
の講座の実施

◾他校と連携した環境調査等の共同

研究の成果発表会の開催
（県立龍野高校）

◾テレビ会議等を活用した複数の海外

の高校との合同会議の実施
◾海外留学生との交流を通じて、海外

の文化や価値観などに触れる異文化
教育の充実

◾国際舞台で活躍できる力を育成する

ための多国籍交流フォーラム等の開催
（県立川西明峰高等学校）

◾地元の和太鼓団体等とコラボした地

元の祭りや高齢化施設等での太鼓
演奏会の実施

◾地域の伝統分野における幼小中高

が連携した発表会の開催
◾地域を巻き込んだ郷土文化や伝統

文化に親しむ取組の研究
（県立明石高校）
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２ 未来の産業構造と⼈材ニーズ
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従来型のボリュームゾーンで
ある低付加価値な製造ライン
の⼯員・営業販売・バックオ
フィス等はAIやロボッ等で
代替

◯ AIやロボットが、定型労働だけでなく⾮定型労働をも代替。⼈⼿不⾜の解消につながる反⾯、バックオフィス業
務など、雇⽤のボリュームゾーンであるミドルスキルのホワイトカラーの仕事は、⼤きく減少する可能性

◯ ⼀⽅、第4次産業⾰命によるビジネスプロセスの変化は、ミドルスキルも含めて新たな雇⽤ニーズを⽣み出していく
ため、就業構造の転換に対応して、⼈材育成のあり⽅を⾒直していく必要がある

産業・就業構造の変化①

出典 経済産業省「新産業構造ビジョン」を参考に作成

AIやロボット等を創り、新たなビジネスのトレンドを創出するハイスキルの仕事［増加］
・経営戦略策定、M&A担当、トップレベルのデータサイエンティスト、マス

ビジネスを開発する商品企画担当やマーケッター・研究開発者、IT技術者

AIやロボット等を使って、共に働くミドルスキルの仕事［増加］
・ハイスキルをサポートするミドルスキル業務（ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変化をｵﾍﾟﾚｰ

ｼｮﾝﾚﾍﾞﾙに落とし込む橋渡し役）
・ビジネスをカスタマイズするミドルスキル業務（ﾆｯﾁﾋﾞｼﾞﾈｽ等のﾏｰｹｯﾀｰ、

研究開発者、具現化するIT技術者）

AIやロボット等に代替されうる仕事［減少］
・バックオフィス（経理、給与管理等の⼈事部⾨、データ⼊⼒係）
・単純サービス（⼤衆飲⾷店・ﾎﾃﾙ係員、ｺｰﾙｾﾝﾀｰ、銀⾏窓⼝、倉庫作業員）
・顧客ﾆー ｽ゙ と商品ｻー ﾋ゙ ｽの単純なﾏｯﾁﾝｸ゙ （付加価値の低い営業・販売員、ﾚｼ゙ 係）
・製造ラインの⼯員、検収係、企業の調達管理部⾨、出荷・発送係

⼈が直接対応することがサービスの質・価値の向上に繋がる仕事［増加］
・⾼級レストラン・ホテルの接客係、アーティスト
・介護・医療・保育・教育・物流、公共交通・治安・ライフライン維持などの

うち⼈の対応が⽋くことができないもの（エッセンシャルワーカー 等）

◆ バックオフィス業務等の減少とハイスキル業務・エッセンシャルワーカーの拡⼤
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■ブルシット・ジョブ（どうでもいい仕事）
・被雇用者本人すら正当化しがたいほど完璧に無意味・不必要・有害でもあ
る有償雇用形態（ただし雇用条件の一環として本人はそうではないと取り繕
わなければならないように感じるもの）

■主要5類型
1. 取り巻き（flunkies）
だれかを偉そうにみせたりするためだけに存在している仕事

2. 脅し屋（goons）
雇用主のために他人を欺く要素を持ち、そのことに意味が感じられない仕事

3. 尻ぬぐい（duct tapers）
組織のなかの欠陥を取り繕うためだけに存在している仕事

4. 書類穴埋め人（box tickers）
組織がやっていないことをやっていると主張するために存在している仕事

5. タスクマスター（taskmasters）
他人に仕事を割り当てるためだけに存在しブルシット・ジョブを作る仕事

◯ コロナ禍によりエッセンシャルワーカーが注⽬される⼀⽅で、ホワイトカラーを中⼼にブル
シットジョブの構造的な問題が指摘されている

産業・就業構造の変化② エッセンシャルワーカーとブルシットジョブ

・社会を支える必要不可欠な仕事に従事している人たちのこと。

コロナ禍で特に医療従事者、宅配業者、スーパーの従業員、

介護や保育の仕事にかかわる人、公共交通機関で働く人、ゴミ

収集業者などが多くの報道でクローズアップされた。

エッセンシャルワーカー

ブルシットジョブ

■英国では37％が「仕事で社会に対して意味のある貢献をし
ていない」と回答（世論調査会社YouGovによる調査）
※50%は「自分の仕事が有用」と考え、13%が「わからない」と回答

■社会的便益の高い職業（エッセンシャルワーカー）ほど報酬
が低く、便益の低い職業（ブルシットジョブ）ほど報酬が高い
※背景に、「社会に便益をもたらす人間は多くの報酬を受けてはならない
（徳はそれ自らが報いである）」といった認識

◆米国の経済学者ベンジャミン・B・ロックウッド、チャールズ・G・ナタンソン、
E・グレン・ワイルによる調査（2017年）
・最も社会的価値のある労働者は医療研究者で給料１ドルにつき社会に９ド
ル分の価値を追加。
［研究者：＋９、教師：＋１、エンジニア：＋０．２、コンサルタントとIT専門家：
０、弁護士：－０．２、広告マーケティング専門家：－０．３、マネージャー：－
０．８、金融部門：－１．５］

◆イギリスのニューエコノミクス財団による調査（2009年）
・三つの高収入の職業と三つの低収入の職業を検証。
●シティの銀行家：年収約５００万ポンド、１ポンド稼ぐご
とに推定７ポンドの社会的価値を破壊。
●広告担当役員：年収約５０万ポンド、給与１ポンドを受
け取るごとに推定１１．５ポンドの社会的価値を破壊。
●税理士：年収約１２．５万ポンド、給与１ポンドを受け取
るごとに推定１１．２ポンドの社会的価値を破壊。
●病院の清掃員：年収約１．３万ポンド、給与１ポンドを
受け取るごとに推定１０ポンドの社会的価値を産出。
●リサイクル業に従事する労働者：年収約１．２５万ポン
ド、給与１ポンドを受け取るごとに推定１２ポンドの社会
的価値を産出。
●保育士：年収約１．１５万ポンド、給与１ポンドを受け取
るごとに推定７ポンドの社会的価値を産出。

ロンドン・スクール・
オブ・エコノミクス
デヴィッド・グレー
バー教授が提唱



◯ 経営、開発、製造、サービスなど各業種において、AI、ビッグデータを使いこなすハイスキル、ミドル
スキルの⼈材が求められるように

◯ ⼀⽅で、⼈の対応が価値に繋がる、代替可能性の低いサービス業の重要性が増し雇⽤拡⼤の可能性

産業・就業構造の変化③ 職業別雇⽤規模推計

出典 経済産業省「新産業構造ビジョン」

職業別の従事者数の変化 ※2015年度と2030年度の⽐較
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◯ 情報サービス、おもてなし型サービス部⾨（ビッグデータを⽣かしたローカルな市場の拡⼤等）は、
GDP、雇⽤、⽣産性をともに引上げる

◯ ⼀⽅、各種製造部⾨では、⾃動化等に伴い、雇⽤の⼤きな縮⼩が⾒込まれる

産業・就業構造の変化④ 部⾨別雇⽤規模等推計

出典 経済産業省「新産業構造ビジョン」

部⾨別GDP成⻑率・従業者数・労働⽣産性 ※2015年度と2030年度の⽐較
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◯ デジタル技術の進展、リモートワークの定着、ジョブ型雇⽤加速等に伴って、ホワイトカラーを含めて、知的労
働需要の海内流出が進むおそれ

◯ 世界規模でのバーチャルワークという新しい働き⽅が拡⼤。グローバルな労働市場において、個⼈がより専⾨
的・⾼度なスキルを求められるように

労働市場における競争激化① グローバル化・ジョブ型雇⽤等

出典 経済産業省 産業構造審議会資料（2019.6月）・持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会報告書

労働市場のグローバル化

1820年～1990年
比較優位に基づく国際分業の進展

1990年頃
グローバル・サプライチェーンが発展 （出所） ﾘﾁｬｰﾄﾞ･ﾎﾞｰﾙﾄﾞｳｨﾝ、木村福成等を参考に作成

2015年頃～
世界規模でのﾊﾞｰﾁｬﾙワークの実現

○ 単純労働

安価な機械・AIが代替

先進国ブルーカラー雇用喪失

○ 知的労働

安価な途上国知的労働者が代替

先進国ホワイトカラー雇用減少

◆個⼈がより専⾨的・⾼度なスキルを
持つことが重要に

⽇本型雇⽤システムの転換

出典 経済産業省 産業構造審議会資料（2019.6月）25



◯ ASEANなど新興国では、イノベーション⼈材の育成が進展し、「共創」の場に
◯ 更に新たなビジネスモデルが続々誕⽣。⽇本が、新興国の変化のスピードについて⾏けなければ、経済

⼒でも新興国の後塵を拝することに

出典 経済産業省 産業構造審議会資料（2019.6月）

◆世界経済で新興国の
存在感が拡⼤（ＧＤＰシェア）

◆国家間ジニ係数

◆所得階層上位10％に集中
する所得割合 ※ 再分配前

◆⽇本のスタートアップ
への資⾦投資低迷

◆ASEANにおけるﾓﾊﾞｲﾙ
決済の普及率

G7はもはや世界の
マジョリティではない

（出所）UNCTAD start をもとに作成

労働市場における競争激化② 新興国の存在感拡⼤
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◯ 世界的に獲得競争が進むAI・IT⼈材の育成について、⽇本は世界に⼤きな遅れをとっている
◯ 理数系⼈材の数も⽇本は少なく、⺠間企業での活躍も限定的
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0
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400,000

600,000
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1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

従来型IT⼈材数 先端IT⼈材数

従来型IT⼈材不⾜数 先端IT⼈材不⾜数

（⼈）

先端IT⼈材が不⾜

従来型IT⼈材は
余る可能性

◆IT⼈材需給に関する調査（スキル転換が停滞した場合） ◆⽇⽶の数理系博⼠後期課程修了者の⽐較

出典 経産省「IT⼈材需給に関する調査」

■アカデミック ■⺠間企業等 ■その他
■ US-Academic ■ US-Business & Industry ■others（※）

（※）⽶政府機関、⽶国外企業・⼤学等

（出所）第2回「理数系⼈材の産業界での活躍に向けた意⾒交換会」、
資料9「⽂部科学省提出資料」をもとに作成

出典 経済産業省 産業構造審議会資料（2019.6月）

労働市場における競争激化③ IT技術でイノベーションを⽣む若い⼒
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①X.com（現PayPal）︓ｵﾝﾗｲﾝ決済、②テスラ︓EV⽣産、③ス
ペースＸ︓再利⽤できるロケットの⽣産、④ｿｰﾗｰｼﾃｨ︓発電する屋
根材の⽣産、世界のﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池⽣産量を倍にするｷﾞｶﾞﾌｧｸﾄﾘｰ整備、
⑤ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞｶﾝﾊﾟﾆｰ︓10分の１の費⽤でトンネル掘削。⼤深度交通
網の整備、⑥ﾊｲﾊﾟｰﾙｰﾌﾟ︓超⾼速輸送ｼｽﾃﾑ、⑦ﾆｭｰﾗﾙﾘﾝｸ︓脳接続型
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの⽣産、⑧OpenAI︓⼈⼯知能研究（⾮営利）

◯ 新たな価値・ビジネスモデルを⽣み出せない結果、平成の30年間で、⽇本企業の稼ぐ⼒が低迷。イノベー
ションを⽣み出す若い⼒の育成は喫緊の課題

◆世界時価総額ランキングの推移

（出所）⽶ビジネスウィーク誌
『THE BUSINESS WEEK GLOBAL 1000』,

Bloomberg より引⽤。
出典 経済産業省 産業構造審議会資料（2019.6月）

社名・創業年 創業者等・当時年齢
キーワード

Apple
⽶国・1976

スティーブ･ジョブズ 21歳、スティーブ・ウォズニャック 26歳
「電話を発明する」「Stay hungry,stay foolisy」

Microsoft
⽶国・1977

ビル・ゲイツ 21歳
「すべての机と、すべての家庭にｺﾝﾋﾟｭｰﾀを」

Amazon
⽶国・1994

ジェフ・ベソス 30歳
「どんなものでも買える店（Everything Store)をつくる」

Google
⽶国・1998

ラリー・ペイジ 、セルゲイ・ブリン ともに25歳
「世界中の情報を整理し、世界中の⼈々が使えるように」

Tencent
中国・1998

ポニー・マー 27歳
「スマホ利⽤者のあらゆるニーズに応える基盤をつくる」

Alibaba
中国・1999

ジャック・マー 34歳
「世界のｽﾓｰﾙﾋﾞｼﾞﾈｽのｲﾝﾌﾗをつくる」

百度
中国・2000

ロビン・リー 31歳「技術で世界を変える」「誰もが不可能だ
と思っていた中国⼈の検索ｴﾝｼﾞﾝをつくる」

Tesla
⽶国・2004

イーロン・マスク 37歳（2008年）でCEO ※創業者ではない
「⼤学時代、世界を変えることに携わりたいと思った。そして、今も」

Facebook
⽶国・2004

マーク･ザッカーバーグ 19歳
「世界の絆を強める（Bring the world closer together)」

【イーロン・マスクが⼿掛ける事業の数々】

※社名は通称（現社名）を表記

労働市場における競争激化④ IT技術でイノベーションを⽣む若い⼒
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◯ ⼤企業を脅かすべきスタートアップの成⻑はまだ限定的。特に起業への取組や投資額で⼤きな差
◯ ⽇本でのスタートアップへの投資は増加傾向にあるものの、⽶国と⽐べ圧倒的に少なく、スキルやノウハウを⾝に付ける

ことができる教育等の必要性が⾼まっている

◆ベンチャー投資額の国際⽐較
（対GDP投資⽐率）

（出所）Entrepreneurship at a Glance (OECD, 2015) 

◆国内スタートアップ企業への投資主体

◆スタートアップのIPO・M&A案件数

（注）ＣＶＣは、事業法⼈（⾦融機関を除く。）が設けたベンチャーキャピタルをいう。また、スタートアップ企業
は、独⾃の技術や製品・サービス、ビジネスモデルを持つ等の特徴を有する⽇本国内の未上場企業をいう。

（出所）ジャパンベンチャーリサーチ「Japan Startup Finance 2017」（2018年3⽉15⽇基準）、「国内スタート
アップ資⾦調達動向2018」（2019年2⽉21⽇基準）

（億円）

0 2 4 6 8 10 12 14

現状に満⾜
事業失敗のリスク

収⼊への不安
家庭との両⽴に不安

家族から反対される可能性
起業に現実味が湧かない

資質・能⼒に不安
⼿続きが分からない

事業化⼿法が分からない
相談・情報⼊⼿先が分からない

⽀援機関・銀⾏の敷居が⾼い

（％）

スキル・ノウハウの不⾜
起業⽂化の未成熟

リスクへの不安

出典 中⼩企業庁「⽇本の起業環境及び潜在的起業家に関する調査」（2013）
※ 潜在的起業希望者について集計。１位から３位の回答を求め１位を集計し、

その他は表⽰していない。

（出所）Entrepreneurship at a Glance (OECD, 2015) 
出典 経済産業省 産業構造審議会資料（2019.6月）出典 経済産業省 産業構造審議会資料（2019.6月）

出典 経済産業省 産業構造審議会資料（2019.6月）

◆潜在的な希望者が 起業準備に踏み切ら
ない理由

労働市場における競争激化⑤ 起業家教育の必要性
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【評価指標】
①世界各国の学者による評価(40%)
②世界各国の雇⽤者による評価(10%)
③教員⼀⼈あたり論⽂引⽤数(20%)
④学⽣⼀⼈あたり教員⽐率(20%)
⑤留学⽣⽐率(5%)
⑥外国⼈教員⽐率(5%)

◯ ⼤学を中⼼とする基礎研究⼒はイノベーションの基盤。⽇本は先進国で唯⼀、論⽂数・論⽂の質、博
⼠号取得者数が低下

◯ 運営交付⾦の減少や若⼿教員の安定的なポストの減少により、⾰新的な研究や創造的⼈材の育成
を担う基盤が弱体化

⼈材育成基盤の課題① ⼤学国際⽐較

◆国⽴⼤学法⼈運営交付⾦と
教員数の推移

◆国⽴⼤学における
若⼿教員の雇⽤状況の変化

◆論⽂数の量と質 国際⽐較 ◆⼈⼝100万⼈あたり博⼠号
取得者数

出典 経済産業省「新産業構造ビジョン」

出典 科学技術指標2018（科学技術・学術政策研究所）

順位 ⼤ 学
1 マサチューセッツ⼯科⼤学（⽶）
2 スタンフォード⼤学（⽶）
3 ハーバード⼤学（⽶）
4 カリフォルニア⼯科⼤学（⽶）
5 オックスフォード⼤学（英）
7 ケンブリッジ⼤学（英）
11 シンガポール国⽴⼤学（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）
13 南洋理⼯⼤学（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）
15 清華⼤学（中国）
22 ⾹港⼤学（⾹港）
23 北京⼤学（中国）
24 東京⼤学（⽇本）
27 ⾹港科技⼤学（⾹港）
34 復旦⼤学（中国）
37 ソウル国⽴⼤学（韓国）
38 京都⼤学（⽇本）
39 韓国科学技術院（韓国）
43 ⾹港中⽂⼤学（⾹港）
47 上海交通⼤学（中国）
48 ⾹港城市⼤学（⾹港）
53 浙江⼤学（中国）
56 東京⼯業⼤学（⽇本）
59 マラヤ⼤学（ﾏﾚｰｼｱ）
66 国⽴台湾⼤学（台湾）
69 ⾼麗⼤学校（韓国）
72 ⼤阪⼤学（⽇本）
75 ⾹港理⼯⼤学（⾹港）
77 浦項⼯科⼤学（韓国）
79 東北⼤学（⽇本）
85 延世⼤学（韓国）
88 成均館⼤学（韓国）
93 中国科学技術⼤学（中国）

◆世界⼤学ランキング
（QS World University Rankings 2021）
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◯ ⽇本企業のデジタルトランスフォーメーションの取組はグローバル企業に⽐べて低調
◯ IT投資の⽬的を⾒ると、⽇本では「業務効率化/コスト削減」など守りの投資が多く、 「製品/サー

ビス開発強化」など、創造的な攻めの投資が少ない

出典 経済産業省 産業構造審議会資料（2019.6月）

◆DXを推進・リードする企業
国際⽐較（2018年）

◆⽇本は攻めのIT投資が
なされていない

⼈材育成基盤の課題② 世界に遅れをとるDX
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◯ 経団連が幅広い分野の企業に実施した調査によると、⽇本の⾼等教育に求めるものとして、「イノベーションを起
こすことができるリーダー⼈材の育成」が最も⾼いポイントを得た

◯ 更に、経団連会員企業からは「⽇本⼈学⽣の海外留学の奨励」、地⽅別経済団体に加盟する企業からは「地域
活性化を担う中核的⼈材の育成」という意⾒が多数寄せられた

産業界が求める⼈材像

◆⼤学等の教育改⾰のうち、優先的に推進すべきと思うもの
産業界が求める⼈材調査

出典 経団連 高等教育に関するアンケート（2018.4月）32



３ 新しい教育システム
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◯ １⼈１台端末と、⾼速⼤容量の通信ネットワークを⼀体的に整備
◯ 特別な⽀援を必要とする⼦供を含め、多様な⼦供たちを誰⼀⼈取り残すことなく、公正

に個別最適化され、資質・能⼒が⼀層確実に育成できる教育 環境を実現

GIGAスクール構想

出典 文部科学省「GIGAスクール構想の実現へ」）

これまでの教育実践の蓄積 × ICT ＝ 学習活動の⼀層の充実
主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善

「１⼈１台端末」ではない環境 「１⼈１台端末」の環境
⼀⻫
学習

教師が⼤型提⽰装置等を⽤いて説明し、⼦供たちの
興味関⼼意欲を⾼めることはできる

・教師は授業中でも⼀⼈⼀⼈の反応を把握できる
→⼦供たち⼀⼈⼀⼈の反応を踏まえた、双⽅向型の⼀⻫授業が可能に

個別
学習

全員が同時に同じ内容を学習する（⼀⼈⼀⼈の理解
度等に応じた学びは困難）

・各⼈が同時に別々の内容を学習
・個々⼈の学習履歴を記録
→⼀⼈⼀⼈の教育的ニーズや、学習状況に応じた個別学習が可能

協働
学習

意⾒を発表する⼦供が限られる ・⼀⼈⼀⼈の考えをお互いにリアルタイムで共有
・⼦供同⼠で双⽅向の意⾒交換が可能に
→各⾃の考えを即時に共有し、多様な意⾒にも即時に触れられる

校内通信ネットワークの整備 希望する全ての⼩・中・特⽀・⾼等学校等における校内LANを整備
加えて、⼩・中・特⽀等に電源キャビネットを整備

児童⽣徒１⼈１台端末の整備 国公私⽴の⼩・中・特⽀等の児童⽣徒が使⽤するPC端末を整備

◆ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた環境
整備

◆ＩＣＴの「学び」への活⽤
「検索サイトの活⽤」「学習⽂章作成ソフト、プレゼンソフトの利⽤」「⼀⻫学習の場⾯での活⽤」「⼀⼈⼀⼈の学習状況に応じた個別学習」
国語:書く過程を記録し、よりよい⽂章作成に役⽴てる 算数・数学:関数や図形などの変化の様⼦を可視化して、繰り返し試⾏錯誤する
外国語:海外とつながる「本物のコミュニケーション」により、発信⼒を⾼める
社会:国内外のデータを加⼯して可視化したり、地図情報に統合したりして、深く分析する
理科:観察、実験を⾏い、動画等を使ってより深く分析・考察する
STEAM教育における探究のプロセスにおける様々な場⾯において、ICTを効果的に活⽤。社会課題の解決に⽣かす

R2補正で、家庭でのオンラ
イン学習環境の整備、ＧＩ
ＧＡスクールサポーターの配
置などの予算を措置

教師や親のITリテラシー・スキル、通信
環境の整備、セキュリティなどの課題あり
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◯ 「求められる能⼒観（創造的な課題発⾒・解決⼒）の変化」、「新しい教育を可能にす
る技術（EdTech）の登場」など時代の変化に合わせた「新しい教育」

◯ ①学びのSTEAM化、②学びの⾃由化・個別最適化、③新しい学習基盤づくり が柱

未来の教室 EdTech・STEAM教育

出典 経済産業省「未来の教室ＨＰ」

①学びのSTEAM化

②学びの⾃⽴化・個別最適化

③新しい学習基盤づく
り

乗り越えるべき課題 必要なアクション
STEAM学習プログラム・授業編成モデル・評価⼿法
の不⾜

インターネット上に「STEAMライブラリー」、地域に
「STEAM学習センター」を構築

学校現場は知識のインプットで⼿⼀杯であり、探索・
プロジェクト型学習（PBL）を⾏う余裕がないこと

知識はEdTechで学んで効率的に獲得し、探求・プロ
ジェクト型学習（PBL）に没頭する時間を捻出

他者との協働の基礎となる情動対処やコミュニケーショ
ンが難しい⼦どもも少なくないこと

幼児期から学齢期にかけての基礎的なライフスキルや思
考法の育成

乗り越えるべき課題 必要なアクション
⼀律・⼀⻫・⼀⽅向型授業の神話 知識の習得は、⼀律・⼀⻫・⼀⽅向授業から

「EdTechによる⾃学⾃習と学び合い」へと重⼼を移⾏
⼀⼈ひとりの学習者の個性（認知特性や理解度
や興味関⼼）への細やかな対応の不⾜

幼児期から「個別学習計画」を策定し、蓄積した「学
習ログ」をもとに修正し続けるサイクルを構築

授業時数・学年・居場所の制約（履修主義・学
年制・標準授業時数、狭い「対⾯」の考え⽅）

多様な学び⽅の保証（到達度主義の導⼊、個別学
習計画の認定、ネット・リアル融合の学び⽅の導⼊）

乗り越えるべき課題 必要なアクション
EdTechを活⽤するには、学校ICTインフラがあ
まりに貧弱なこと

ICT環境整備（１⼈１台パソコン・⾼速⼤容量通
信・クラウド接続の実現、調達改⾰・BYOD・寄付）

教師も⼦ども達も⼿⼀杯で、創造性を発揮する
余裕がないこと

学校BPR（業務構造の抜本的改⾰）の試⾏・普
及、部活動に縛られない放課後の充実

教師が学び続け、外部⼈材と協働する環境の
不⾜

教師⾃⾝がチェンジ・メイカーとして、学校外の⼈材と
学び協働し続ける環境づくり

めざす姿

学校×⺠間教育×産業界等で作っていく

STEAM教育︓科学(Science)、技術(Technology)、⼯学(Engineering)。アート(Art)、数学(Mathematics)の5つの領域を対象とした理数
教育に創造性教育を加えた教育理念。知る(探究)とつくる(創造)のサイクルを⽣み出す、分野横断的な学び
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◯ 国際バカロレア機構が提供する国際的な教育プログラム。特⾊的なカリキュラム、双⽅
向・協働型授業により、グローバル化に対応した素養・能⼒を育成。

◯ ⾼校レベルのディプロマプログラム（ＤＰ）は、国際的に通⽤する⼤学⼊学資格（Ｉ
Ｂ資格）が取得可能であり、世界の⼤学⼊学者選抜で広く活⽤。

国際バカロレア（IB）

出典 文部科学省「国際バカロレアを中心としたグローバル人材育成を考える有識者会議中間取りまとめ」（2017）

導⼊の
意義

①ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ⼈材の育成︓課題発⾒・解決能⼒、ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能⼒等
②国際的通⽤性︓国内外への進路の多様化
③初等中等教育の質の向上、⼤学の国際化・活性化

プライマリー・イヤーズ・プログラム
（PYP） 3-12歳 国内43校

精神と⾝体の両⽅を発達させることを重視したプログラム。どのような⾔語でも提供可能。

ミドル・イヤーズ・プログラム
（MYP）11-16歳 国内19校

⻘少年に、これまでの学習と社会のつながりを学ばせるプログラム。どのような⾔語でも提供可能

ディプロマ・プログラム
（DP） 16-19歳 国内51校

所定のカリキュラムを２年間履修し、最終試験を経て所定の成績を収めると、国際的に認められる⼤学⼊学資格
（国際バカロレア資格）が取得可能。原則として、英語、フランス語⼜はスペイン語で実施

キャリア関連プログラム
（CP）16-19歳 国内実施なし

⽣涯のキャリア形成に役⽴つスキルの習得を重視したキャリア教育・職業教育に関連したプログラム。⼀部科⽬は、
英語、フランス語⼜はスペイン語で実施

県内︓カナディアン・アカデミー(PYP,MYP,DP)、関⻄国際学院(PYP,DP)、神⼾ドイツ学院(PYP)、マリスト国際学校(DP)、AIE国際⾼等学校(DP)
※校数はR2.6.30時点

学習
者像

①探究する⼈②知識のある⼈③考える⼈④ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
ができる⼈⑤信念を持つ⼈⑥⼼を開く⼈⑦思いやりのある
⼈⑧挑戦する⼈⑨ﾊﾞﾗﾝｽのとれた⼈⑩振り返りができる⼈

効果
・「知識の本質」について考え、「知識に関する主張」を分析し、知識の構
築に関する問いを探究する「知の理論」により、批判的思考⼒が⾝に付
き、議論を⾏い、考え抜く⼒が⾝に付いた。

・「課題論⽂」を通じて、⾃分で設定したトピックスに関して、学術的論⽂を
作成するための情報収集⼒やアプローチ⽅法を⾝に着け、学問的な達
成感を体験することで、学問に取り組む⾃信をつけた。

・「創造性・活動・奉仕」を通じ、協同的な学習⼿法を⾝に着け、国際貢
献、社会貢献、世界的な問題解決意識が芽⽣え、⾃⼰の進路を決定
する姿勢が⾝についた。社会で必要とされる⾃⼰の発⾒機会を得た。

・教育⼿法の改善や研修実践への意識等、教員の資質能⼒が向上

IB推進に向け取り組むべき課題
・IB認定校を増加させる意義、IB教育の良さを取り⼊れた教育を普及す
させる意義の明確化

・教育効果の明確化（⾼等学校段階、⼤学⼊学後、社会⼈）
・導⼊と実施に要する経費に対する⽀援
・IB教育を活⽤した⾼⼤連携
・⼤学等におけるIB教員養成コースの普及など教員養成体制の充実
・通常の教員養成課程でのIB理解の増進及びIB教員に必要な資質の
養成

・外国⼈教員の適切な処遇と確保
・企業によるIB教育に関する理解醸成と評価

36



イノベーティブなグローバル⼈材を育成するため、⽂理両⽅を学ぶ⾼校改⾰と
⾼⼤接続改⾰を推進するSociety 5.0に向けたリーディング・プロジェクト。

⾼等学校の特⾊教育① WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）

出典 文部科学省「R元年度WWL拠点校の取組」など

○ ⾼等学校等と国内外の⼤学、企業、国際機関等が協働し、⾼校⽣に、より⾼度な学びを提供する
仕組み｢アドバンスト・ラーニング・ネットワーク｣を構築

○ ｢カリキュラム開発拠点校｣においてグローバルな社会課題の解決等に向けた探究的な学びの研究開
発や実践、関連する⾼校⽣国際会議を開催

○ ⼤学教育の先取り履修など、学年や学校を超えたより⾼度かつ多様な学びを⽣徒個⼈の興味・関
⼼・特性に応じて履修可能とする⾼校⽣の学習プログラム／コースの環境を整備

神⼾市⽴葺合⾼等学校も拠点
校として「Society 5.2の世界を
⾒据える超未来型グローバルリー
ダーの育成」をテーマに実践。神
⼾の強みを活かし、外資系企業
や国際機関とも連携

◆拠点校︓関⻄学院⾼等部の取組（県⽴⾼校９校も連携校として参画）

「キャンパスを出
て、社会に学ぶ」
実践型体験学習
プログラム
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⾼等学校の特⾊教育② SGH・SSH・SPH 

出典 文部科学省「」（）

将来の国際的な科学技術関係⼈材を育成するために、先進的な
理数系教育を実施する⾼等学校等をスーパーサイエンスハイス
クール（SSH）として指定して⽀援を実施

国際化を進める国内の⼤学のほか、企業、国際機関等と連携して、
グローバルな社会課題を発⾒・解決し、様々な国際舞台で活躍で
きる⼈材の育成に取り組む⾼等学校等をスーパーグローバルハイス
クール（SGH）に指定し、質の⾼いカリキュラムを開発・実践

社会の変化や産業の動向等に対応し
た、⾼度な知識・技能を⾝に付け、社
会の第⼀線で活躍できる専⾨的職業
⼈を育成するため、先進的な卓越した
取組をする専⾨⾼校（専攻科を含
む）をスーパー・プロフェッショナル・ハ
イスクール（SPH）として指定して⽀
援を実施
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◯ １台当たりの児童⽣徒数は年々右肩あがりであるが、伸び率が低い
◯ 校内LANの整備率は⾼く推移しているが、無線LANの整備率は50％を下回っている

学校のICT環境整備①

出典 文部科学省「令和元年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（概要）（令和２年３月現在）」（2020）39



◯ パソコンの整備状況は、兵庫県は全国平均を下回る。
◯ GIGAスクール構想で１⼈１台の端末を整備するため、地域差が今後なくなる予定

学校のICT環境整備②

出典 文部科学省「令和元年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（概要）（令和２年３月現在）」（2020）40



◯ ICTにおける指導する項⽬の⾃⼰評価が低い
◯ ICTリテラシー向上が課題であり、OJT等を利⽤しながら指導⼒を⾼めることが必要

学校のICT環境整備状況③ 教員のICTリテラシー

出典 文部科学省「令和元年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（概要）（令和２年３月現在）」（2020）41



学校のICT環境整備状況④ 遠隔を使った新たな学び
◯ ⼩規模校等における教育活動の充実や、外部⼈材の活⽤や幅広い科⽬の開設が可能
◯ 不登校児童⽣徒や病気療養児など、通学して教育を受けることが困難な児童⽣徒に

とって、学習機会の確保

出典 文部科学省「遠隔教育の推進について」（2018）42



◯ 臨時休校中に双⽅向型のオンライン指導を実施した公⽴学校は全体の5％。学校教
育のICT対応の遅れが露呈。未来を担う⼈材の育成に不安な状況

◯ 授業でのデジタル機器の活⽤状況（OECD国際⽐較）で⽇本は国語、数学、理科、
⾳楽、美術で最下位。その他教科も低調。教育のデジタル化では完全に後発組

コロナで加速化が迫られるICT活⽤

100%

24%

10%

29%

5%

教科書や紙の教材

テレビ放送

教育委員会

作成の動画

上記以外のデジ

タル教科書・教材

同時双方向型の

オンラン指導 出典 文部科学省

項目 全国 兵庫

教育用PC１台あたり児
童生徒数

5.4人/台 6.1人/台

普通教室の無線LAN
整備率

41.0% 27.7%

インターネット接続率
（100M以上）

70.3% 89.1%

普通教室の大型提示
装置整備率

52.2% 57.0%

◆学校における主なICT環境整備状況

◆コロナによる休校中に家庭学習で
活⽤したもの（公⽴学校）

出典 文部科学省「H30年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果」

◆デジタル機器の授業への活⽤状況国際⽐較（週あたり・理科）
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出典 OECD PISA２０１８43



４ ⼼の教育・希望や幸福感
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◯ ⼦どもたちが様々な悩みを抱えたり、困難な状況に置かれている状況が⾒受けられる
◯ ⼦どものSOSをどのように受け⽌め、組織的対応を⾏うかが課題
◯ 教育相談体制の充実をさらなる推進が必要
（児童⽣徒の状況に応じた⽀援、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーなど）

児童⽣徒が抱える困難① いじめ・不登校・⾃殺 等

出典 文部科学省「第124回初中分科会（資料２）」（2019）

平成30年度 対象 件数 備考

いじめ 小・中・高・特別支援
543,933

（認知件数）
認知件数は増加傾向。
前年度比約31％増。

暴力行為 小・中・高
72,940

（発生件数）
発生件数は増加傾向。

特に小学校における件数の増
加が目立つ。

不登校 小・中
164,528 ６年連続で増加。

中途退学 高
48,594 H25から中途退学率は減少傾

向だったが、増加に転じる。

自殺 小・中・高
332 成人を含めた自殺者数が減少

している中、横ばいから上昇に
転じる。
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児童⽣徒が抱える困難② いじめ・不登校・⾃殺 等

出典 文部科学省「第124回初中分科会（資料２）」（2019）46



児童⽣徒が抱える困難③ いじめ・不登校・⾃殺 等
自殺した児童生徒数

出典 文部科学省「第124回初中分科会（資料２）」（2019）47



児童⽣徒が抱える困難④ 年齢階級別⾃殺者

出典 出典：厚生労働省・警察庁「令和元年中における自殺の状況」

◯ 令和元年の⾃殺者数は20,169⼈となり、平成22年以降、10年連続の減少となり、
昭和53年から始めた⾃殺統計で過去最少。

◯ 令和元年は平成30年と⽐較して、20歳代以上の各年齢階級で減少したのに対し、
10歳代で増加



児童⽣徒が抱える困難⑤ 年齢階級別⾃殺死亡率

出典 出典：厚生労働省・警察庁「令和元年中における自殺の状況」

◯ 60歳代は12年連続、40歳代及び50歳代は10年連続、20歳代は８年連続、30歳
代、70歳代及び80歳以上は６年連続で低下

◯ ⼀⽅で、10〜19歳以下は、前年より微増



◯ 「今までに、社会⽣活や⽇常⽣活を円滑に送ることができなかった経験があったと思いま
すか」という質問に「あった」⼜は「どちらかといえばあった」と回答した者の割合は49.3％

◯ 困難経験の主な理由において、⼈間関係が上位を占めている

児童⽣徒が抱える困難⑥ 困難経験と⽀援

出典 令和2年版 子ども・若者白書 50



◯ 最も役に⽴ったと思う⽀援や⽀援形態において、「学校の先⽣」や「学校で相談する」が
上位にあり、学校の役割の⼤きさがわかる

◯ 先⽣の負担が重くなっていることが予想されるため、スクールカウンセラーやスクールソー
シャルワーカーの推進が求められる

※困難経験が「あった」又は
「どちらかといえばあった」と回答した者のみ回答

※困難経験が「あった」又は
「どちらかといえばあった」と回答した者のみ回答

出典 令和2年版 子ども・若者白書

児童⽣徒が抱える困難⑦ 困難経験と⽀援
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33.8%

10.6%

4.3%

4.3%

32.5%

33.1%

53.0%

31.0%

8.1%

37.3%

18.5%

26.9%
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16.4%

14.6%
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21.5%

67.2%
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若者の意識① ⾃⼰肯定感の低さ
◯ ⽇本の若者は、諸外国の若者と⽐べて、⾃分⾃⾝に満⾜している者の割合が低い。
◯ ⾃分の考えをはっきり相⼿に伝えることができたり、うまくいくかわからないことにも意欲的

に取り組んだりする者ほど、⾃分⾃⾝に満⾜している者の割合が⾼い。
＜⾃分⾃⾝に満⾜している＞

＜うまくいくかわからないことにも意欲的に取り組む＞＜⾃分の考えをはっきり相⼿に伝えることができる＞

◆⽇本の若者の⾃⼰肯定感の著しい低さ
「⾃分⾃⾝に満⾜している」の割合
①アメリカ（86.9％）
②フランス（85.8％）
③ドイツ（81.8％）
④イギリス（80.0％）

◆⾃⼰肯定感と「主張性」「挑戦⼼」
本調査の分析によれば、各国の若者の⾃⼰

肯定感に共通して強く関連する要素は「⾃分の
考えをはっきり相⼿に伝えることができる（主張
性）」「うまくいくかわからないことにも意欲的に取
り組む（挑戦⼼）」であった。
出典 内閣府「我が国と諸外国の若者の意識に関する調査」

（各国の13〜29歳の男⼥に対するインターネット調査）

⾃分⾃⾝に
満⾜している

そう思う
どちらかといえば
そう思う
どちらかといえば
そう思わない
そう思わない

そう思う
どちらかといえば
そう思う
どちらかといえば
そう思わない
そう思わない

⾃分⾃⾝に
満⾜している

2018年 2018年

⑤ｽｳｪｰﾃﾞﾝ（74.1％）
⑥韓国（73.5％）
⑦⽇本（45.1％）
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36.3%

57.9%

42.0%

33.0%

42.3%

30.8%

34.7%

37.2%

29.1%

38.1%

48.8%

43.5%

43.3%

30.8%

18.2%

8.8%

13.4%

14.4%

12.1%

19.5%

24.2%

8.3%

4.2%

6.6%

3.8%

2.2%

6.4%

⽇本

韓国

アメリカ

イギリス

ドイツ

フランス

スウェーデン

10.4%

7.5%

34.7%

38.3%

30.8%

31.9%

24.2%

22.3%

⽇本2018年

⽇本2013年

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない
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◯ 若者の6割が将来に明るい希望
を持っている。ただ、他の先進国
と⽐較すると、その割合は顕著に
低い傾向にある。

◯ 5年前からの⼤きな変化は⾒られ
ないものの、若者の間での「希望
格差」の拡⼤が窺われる。

若者の意識②
将来への明るい希望

＜⾃分の将来について明るい希望を持っているか＞

＜40歳くらいになったとき、幸せになっていると思うか＞

「将来幸せになっている」
①アメリカ（86.6％）
②フランス（86.2％）
③イギリス（84.8％）
④ドイツ（84.7％）
⑤スウェーデン（79.2％）
⑥韓国（74.6％）
⑦⽇本（63.9％）

「将来に希望がある」
①アメリカ（92.5％）
②スウェーデン（89.0％）
③イギリス（88.4％）
④フランス（84.2％）
⑤ドイツ（81.7％）
⑥韓国（77.7％）
⑦⽇本（60.6％）

◆なぜ将来に希望を持ちにくい社会なのか
○⾃分の将来に明るい希望を持つ若者は他の
先進国と⽐べると顕著に少ない。

○⾃分が将来幸せになっていると思う若者につ
いても同様の結果が出ている。

○こうした違いが何によって⽣まれるのかを、「国
⺠性の違い」で済ませないで、深く考察する必
要がある。

出典 内閣府「我が国と諸外国の若者の意識に関する調査」
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43.3%

34.1%
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全体 20代 30代

◯ 現在の若者は、以前の若者と⽐べ、⾃らの将来に不安を感じる者が多くなっている。
◯ 進学、就職、結婚、⼦育てなど⽣活の将来⾒通しが年々難しくなっていることが明らか。

若者の意識③ 将来への不安感の⾼まり

出典 内閣府「国⺠⽣活に関する世論調査」8.4%
12.8% 12.7%

16.5% 16.1%
20.4%

38.5%

49.0% 49.1%
53.5% 54.2% 56.6%

11.6%
18.3% 17.6%
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37.6%
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56.4%

56.5%

47.1%

42.5%

42.3%

51.2%
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全体

30代

20代
悩みや不安を感じている 悩みや不安を感じていない わからない

63.2%

62.4%

51.4%

36.1%

37.0%

46.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

30代

20代

◆⾼まる不安感
○⽇頃の⽣活の中で悩みや不安を感じている国⺠は⻑期的な
増加傾向にあり、20代、30代も例外ではない。

（悩みや不安を感じている⼈は50代、60代が特に多い傾向）

⾃
分
の
⽣
活
上
の
問
題

︵
進
学
︑
就
職
︑
結
婚
︑
⼦
育
て
等
︶

今
後
の
収
⼊
や
資
産
の
⾒
通
し

◆将来の⾒通しに難しさを感じる若者が増加
○「⾃分の⽣活上の問題（進学、就職、結婚、⼦育て等）」に
ついての不安感が20代、30代で⼤きく⾼まっている。

○20代、30代の「今後の収⼊や資産の⾒通し」についての不安
感は他の年代より⾼い傾向にある。この不安感は近年低下傾
向にあったが、今後再び⾼まる可能性もある。

1994年

2019年

四半世紀で

＜悩みや不安を感じているのはどのようなことについてか＞

<⽇頃の⽣活の中で悩みや不安を感じているか＞
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⼦どもの意識① 「⼼の健康」に課題
◯ ユニセフの調査によれば、⽇本の⼦どもの幸福度は38か国中20位だが、分野ごとの内

訳では、⾝体的健康で1位でありながら、精神的幸福では37位と両極端な結果

順位 指標 ⽇本 平均 最上位
⽣活満⾜度が⾼い15歳の割合 62.2% 75.7% 89.8%︓ｵﾗﾝﾀﾞ
15〜19歳の⾃殺率（10万⼈当たり） 7.5⼈ 6.5⼈ 1.4⼈︓ｷﾞﾘｼｱ
5〜14歳の死亡率（千⼈当たり） 0.7⼈ 1.0⼈ 0.4⼈︓ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ
5〜19歳の過体重⼜は肥満の割合 14.4% 28.9% 14.4%︓⽇本
読解及び数学で基礎的習熟度に達している15歳の割合 72.9% 62.3% 78.9%︓ｴｽﾄﾆｱ
すぐに友達ができると答えた15歳の割合 69.1% 75.5% 82.7%︓ﾙｰﾏﾆｱ

順位 指標 ⽇本 平均 最上位
⺟親及び⽗親に認められる育児休業の週数 66週 36週 97週︓ﾙｰﾏﾆｱ
⼦どもの貧困率 18.8% 20% 10.4%︓ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ
就学前教育・保育参加率 91.1% 94.7% 100%︓ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
ニート率 ̶ 6% 1.5%︓ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ
はしかワクチン（2回⽬）接種率 93% 91% 99%︓ﾒｷｼｺ
低出⽣体重児（2,500g未満）の割合 9.4% 6.7% 3.8%︓ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ
1⼈当たり国⺠所得（GNI） 44千$ 43千$ 72千$︓ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ
失業率 2.4% 6% 2.4%︓⽇本
困ったときに頼れる⼈がいる割合 88.9% 90.7% 97.6%︓ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ
殺⼈による死亡数（10万⼈当たり） 0.2⼈ 2.0⼈ 0.2⼈︓⽇本
⼤気︓PM2.5の年間濃度中央値（µ/㎥） 11.7 13.7 5.9︓ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ
安全に管理された⽔を利⽤している⼈の割合

出典︓ユニセフ（国連児童基⾦）「⼦どもの幸福度」に関する報告書（2020.9）（対象国は欧⽶を中⼼に⽇本、韓国を含む41か国）
※⼦どもの幸福度と、それを⽀える「政策」と「状況」について考察するための、限られた指標（上表）による調査結果であることに留意が必要

⼦どもを取り巻く世界【41か国中17位】　〈ﾍﾞｽﾄ3〉ﾉﾙｳｪｰ,ｱｲｽﾗﾝﾄﾞ,ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ　〈ﾜｰｽﾄ3〉ﾄﾙｺ,ﾒｷｼｺ,ｷﾞﾘｼｱ
分野

状況

経済 11位

社会 29位

環境 18位 （⽇本は北欧諸国に次ぐ第2群に位置）

精神的幸福

⾝体的健康

スキル

分野
⼦どもの幸福度【38か国中20位】　〈ﾍﾞｽﾄ3〉ｵﾗﾝﾀﾞ,ﾃﾞﾝﾏｰｸ,ﾉﾙｳｪｰ　〈ﾜｰｽﾄ3〉ﾁﾘ,ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ,⽶国

社会

教育

健康

23位

34位

政策

37位

1位

27位

7位
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43.4%
50.8%

56.0%
60.7%
61.8%

68.2%
69.9%

200万円未満
200〜400万円
400〜600万円
600〜800万円

800〜1000万円
1000〜1200万円
1200万円以上

⼦どもの意識② ⾃⼰肯定感と「体験」の結びつき
○⾃⼰肯定感は学年が上がるにつれて低下 ○体験が豊かなほど⾃⼰肯定感が⾼まる傾向
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出典︓⽂部科学省「⻘少年の体験活動等に関する意識調査」
⾃⼰肯定感は、①学校の友だちが多い⽅だ、②⾃分には⾃分らしさがある、③学校以外の友
だちが多い⽅だ、④今の⾃分が好きだ、⑤体⼒には⾃信がある、⑥勉強は得意な⽅だの6項
⽬の回答を得点化して合計値を「⾼い」〜「低い」の5段階に分類

＜学年が上がるにつれて低下＞
思春期に⾃⼰肯定感が低下するのは世界共通で、その後

年を重ねるにつれて回復していくとされているが、10代の⾃殺
や引きこもりの現状を踏まえると、看過できない問題である。

◆⼦どもの⾃⼰肯定感の今
＜全体としては若⼲の上昇傾向＞
それでも⾃⼰肯定感のある⼦どもは全体の半分もいない。

◆⾃然体験・⽣活体験と⾃⼰肯定感の強い関連
○体験が豊かな⼦どもほど⾃⼰肯定感が⾼いが、対応に際し
ては体験の質や世帯年収による体験機会の差に要注意。

⾃
然
体
験

⽣
活
体
験

⾃然体験︓海や川で泳ぐ、⾼い⼭に登る、キャンプ、⾍取り、⽊登り、⿂釣り等

⽣活体験︓雑⼱を絞る、⽪むき、ごみ拾い、ケンカの仲裁、⾚ちゃんの世話等

＜世帯年収別「家族や友だちなどと⾏う⾃然体験活動」参加率＞
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５⼈⽣100年時代の学び
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◯ 副業を希望する雇⽤者は増加傾向
◯ 兼業・副業を認めている企業は増加しているが、約30％に留まる

働き⽅の多様化① 兼業・副業

（出典）リクルートキャリア「兼業・副業に対する企業の意識調査」（201９） 58



◯ 特定の組織に属する事なく、仕事ごとに契約を結ぶ働き⽅
◯ ⽇本には1000万⼈以上のフリーランス（兼業・副業を含む）が存在
◯ 独⽴系フリーランスと副業系フリーランスとの社会保障等のギャップ

働き⽅の多様化② フリーランス

出典 厚生労働省「第８回労働政策審議会労働政策基本部会」資料（2018/5/22）

なお、個人事業主は税務上の所得区分
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◯ 技術の進展により、個⼈ができることが拡⼤し、ネットを通じた仕事のシェアが拡⼤
◯ テレワークは、企業内部の働き⽅変⾰だけでなく、外部⼈材の活⽤にも影響
◯ 隙間時間で様々な企業で働くことは、キャリア構築や⼈材の流動性向上にも寄与

働き⽅の多様化③ ギグエコノミー

出典 「CrowdWorksﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、Timeeﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、6/24Weekly Ochiai」

○オンライン上で直接つながり仕事を受発注できる、
日本最大級のクラウドソーシングサービス

○登録者数300万人、利用企業70万社以上
○必要なスキルを持った人に、必要な時だけネット発

注。1時間分の業務でも、いつでも気軽に発注
○データ入力などの事務作業の発注、デザインの発

注、企業ホームページの作成など

○企業ではなく、個人からの発注が増えており、個人
が会社のようになっている

○守秘義務が壁になっていたが、ﾃﾚﾜｰｸの普及でﾃﾞｰ
ﾀの持ち出しが可能になり、意識が変わっている

○最高齢で85歳の利用者がおり、シニアの活躍の場
ともなっている

○空いた時間に働きたい人とすぐに人手が欲しい店
舗・企業をつなぐスキマバイトアプリ

○利用者数135万人、導入店舗数19,000箇所
○面接や登録会もなく、すぐにお金がもらえ、過去に

働いた人のレビューが見ることができる
○飲食店スタッフ、オフィスワーク、イベントスタッフ、

モニター調査などの仕事がある

○正社員が２割程度の割合を占め、働き方改革で残
業代が減る中、小遣い稼ぎで利用している者もいる

○短時間でいろいろな場で気軽に働くことができるた
め、大人版のキッザニアのような利用が可能

○働く場、働く者双方の評価システムが機能している
○企業側も働きぶりをみてからヘッドハントが可能

「導入店舗例」「利用企業例」
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◯ OECD加盟国の労働時間を⽐較すると、最も少ないドイツと⽇本との差はおよそ320時間あ
り、⽇本は⽐較的労働時間が⻑く、家事や余暇にあてられる時間が少ないことが分かる

◯ 有給取得率の⺠間調査では、対象19ヶ国の中で3年連続最下位で50%

労働における価値観の国際⽐較① 労働時間・有給取得率
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ドイツ、イタリア、スペイン、イギリス、オーストラリア、
ニュージーランド、⾹港、インド、マレーシア、シンガポ
ール、韓国、タイ、台湾



◯ ⽇本の時間当たり労働⽣産性は46.8ドルで、OECD加盟36カ国中21位
◯ ⽇本の⼀⼈当たりの労働⽣産性は81,258ドルで、OECD加盟国36カ国中21位

労働における価値観の国際⽐較② 労働⽣産性

出典 労働生産性の国際比較2019 公益財団法人日本生産性本部

◆OECD加盟諸国の時間当たり
労働⽣産性（2018年/36カ国⽐較）

◆OECD加盟諸国の労働⽣産性
（2018年就業者1⼈当たり/36カ国⽐較）
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◯ 社会⼈のリカレント教育受講者数はOECD平均（15.8%）を⼤きく下回る（2.5％）
ものの、⼤学公開講座の受講者数は増加している

リカレント教育① ⽇本の現状

25歳以上の学⼠課程⼊学者割合の国際⽐較

⼤学講座の受講者数の推移
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◯ ⼤学等では、社会⼈向けの実践的なプログラムが少ない。社会⼈受講者の⼊学が⾒
込めないことや、教員の確保等の運営⾯が課題

◯ 企業は従業員の送り出しに消極的。⼤学等で学ぶことを認めていても、送り出した実績
のある企業はまだまだ少ない（H27調査・過去5年で86.9％の企業が実績なし）

リカレント教育② ⼤学等・企業での課題

◆ ⼤学等教育機関における課題 ◆ 企業における課題
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リカレント教育③ MOOCの拡⼤

◆ MOOCの急速な拡⼤
途上国でも先進国の質の⾼い教育

◆ JMOOCと公認プラットフォーム

◯ MOOC（⼤規模公開オンライン講義︓Massive Open Online Course）は進化
し続けており、現在では、完全に教室と同レベルの双⽅向な講義が可能

◯ 2012年頃世界中に急拡⼤。教育の⺠主化⾰命ともいわれ、スタンフォード⼤学、プリ
ンストン⼤学などの講義を配信する「Coursera」、MITやハーバード⼤学が参加してい
る「edX」がその代表的例

◯ ⽇本でも2013年にJMOOCが設⽴され、「gacco」「OpenLearning, Japn」
「OUJ MOOC」「Fisdom」など様々なプラットフォームが展開されている

•gaccoNTTﾄﾞｺﾓ等
• OpenLearning, Japanﾈｯﾄﾗｰﾆﾝｸﾞ
•OUJMOOC放送⼤学
•Fisdom富⼠通出典 CLASS ＣＥＮＴＲＡＬ
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リカレント教育④ 国内のその他の取組

出典 経済産業省資料

◯ その他にも、教育産業など⺠間企業による、リカレント教育プログラム等の開発が活発化

◆ 主なリカレント教育ＯＳ
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